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　久光製薬は、1994年に久光ベトナムを設立し、1995年からビエンホア工場で生産を開始しまし
た。2006年にはベトナムから東南アジア各国への輸出も開始し、2016年現在で従業員約400名を
抱える重要拠点となっています。
　今回、今後のCSR活動の参考とするため、海外展開において重要な位置づけとなる久光ベトナムで
ステークホルダーダイアログを実施しました。

  久光製薬と取引先

　サロンパス®をはじめとする商品は、代理店を通
じて薬局で販売されています。100を超える代理
店との関係構築、2万を超える薬局での商品の取り
扱いなど、サプライチェーンの管理は、久光ベトナ
ムにとっても重要な課題となっています。
　また、創業当初は日本からの輸入に頼っていた原
材料の調達も現在ではベトナム国内での調達がか
なりの割合を占めており、地域経済への影響も少な
くありません。
　主要な代理店であるCODUPHA CENTRAL 
P H A R M A C E U T I C A L  J O I N T  S T O C K 
COMPANYの副社長であり、ドクターでもあるDr. 
BUI HUU HIENさんをお招きして、ベトナムの健
康・医療事情を踏まえた社会的課題への取り組み
を探りました。

■司会：お集まりいただきありがとうございます。
最初に簡単にCODUPHA社の紹介と久光ベトナム
との関係についてお伺いできますか？
■HIEN：まずは、このような機会をいただけたこと
に感謝いたします。CODUPHA社は、ベトナム厚生省
傘下の組織で医薬品・医療機器の代理店をしていま
す。ホーチミンに本社があり、病院へのネットワーク
を通じた医療用医薬品や医療用機器、薬局などへの
一般医薬品などを取り扱い、ベトナム全土をカバーし
ています。

■ 参加者 ： 右から
　 ナム ：DO TRUNG NAM  （久光ベトナム 総務副部長）
　 奥野 昌哉 （久光ベトナム 代表） 
　 Dr. BUI HUU HIEN （CODUPHA社 副社長）
　 宮原 浩 （久光ベトナム ビエンホア工場長）　
　 ハー ：NGUYEN THU HA 
 （久光ベトナム マーケティングマネージャー）
　 ロン ：HO HONG LON  （久光ベトナム 営業サブリーダー）
■ 日　時 ： 2016年7月
■ 場　所 ： 久光ベトナム　ホーチミンオフィス
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注） ベトナムデータの資料については、
JETROホーチミン事務所の協力に
よるものです。
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　サロンパス®は広く知られているだけでなく、信頼
を持って受け入れられています。久光ベトナムには、
同社主催のイベントへの参加、代理店会議などを通
して、様々なことを勉強させてもらっています。
■ハー：久光ベトナムでは、昨年、ベトナムでのサロ
ンパス®現地製造販売20周年を迎え、様々なイベン
トを実施し、貼付剤の有効性、サロンパス®の使い方
を多くのお客様に知っていただくことができました。
　このイベントは、CODUPHA社をはじめ多くの関
係者にご協力いただき成功することができました。
■司会：CODUPHA社でのCSRに関する考え方な
どがありましたら、ご紹介いただけますか？
■HIEN：CODUPHA社には、3つのミッションがあ
ります。
　一つは、「国民の健康を守ること」二つ目は「薬局、
病院などに対して十分な医薬品や医療機器を提供
すること」最後に「価格を含めた市場の安定」これに
は、災害時の対応なども含まれています。
　これらのミッションは、CSRの考え方と基本的に同
じものだと思っています。
■奥野：久光製薬は、経営理念として「世界の人々

のQOL向上を目指す」を掲げていますが、ここベト
ナムでは、その具体策として、いまHIEN副社長が紹
介されたようなミッションが必要とされていると思
います。日本とは違った社会環境の中では、求めら
れるCSRも変わってきますが、CODUPHA社のよう
な代理店との良好な関係を構築していくことも重
要な課題の一つとなっています。
■司会：HIEN副社長のほうでは、久光ベトナムとの
関係において、どのような課題があると思われますか？
■HIEN：私が期待していることは、久光ベトナム
が持っている様々な力をもっと積極的に発揮してほ
しいということです。今以上に多くのことができる
と思っていますし、その能力を久光ベトナムは持っ
ていると感じています。
　具体的には、貼付剤の可能性です。これは、ベト
ナムの医薬品に関する状況の改善に関わるもので
す。ベトナムでの医薬品は飲み薬が多く用いられま
すが、品質や副作用の問題などが起きています。久
光製薬の技術である皮膚からの薬剤投与による効
果面、安全面、多様性など貼付剤のメリットをベトナ
ム国民に伝えてほしい。私も一人の医師として、国

ベトナム国データ
　ベトナム社会主義共和国は、
建国71年という人口9,340万
人の若い国。
　近年日本との関係は急激に
拡大しており、ベトナムの商工
会には、延べ1,500社を超える
企業が会員となり、約15,000
人の在留邦人がいます。
　「日本の信頼度の割には日本
企業のブランド力は課題が残っ
ている」（JETROホーチミン事務
所スタッフ）、「日本に対する考え
方も市民レベルでは変化してき
ている」（JICA現地派遣職員）な
ど、日本との関係も新たなフェー
ズに入る兆しが見られます。

ハノイ

ホーチミン

経済成長率／１人当たりGDP／
インフレ率／貸出金利の推移
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2015年
名目GDP
4,193兆ドン
（約1,915億ドル）

出所：2015年名目GDP、１人当たりGDP（全国）、経済成長率（全国）、イン
フレ率はIMF「World Economic Outlook Database April 2016」、
1人当たりGDP（ホーチミン）は、ホーチミン市統計等を基にジェトロホー
チミン事務所算出。経済成長率（ホーチミン）は、ホーチミン市統計局、貸
出金利、為替は、IMF「International Financial Statistics」。
※インフレ率は12月対前年同期比の数値。
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民の薬に対する理解を向上させる必要があると考
えています。
■ロン：久光ベトナムでは、営業活動においてサロ
ンパス等の使い方、貼付剤の効果の説明を勉強会
といった形で、代理店や薬局に働きかけています。
非常に興味を持って聞いていただいています。
■奥野：HIEN副社長にご指摘いただいたように、私
たちの活動において、もっと積極的にベトナム国民の
QOLを意識することも必要かもしれません。営業ス
タッフへの教育などを含め、課題として取り組みます。
■司会：ベトナムの健康事情などは、どうでしょうか？
■宮原：ベトナムは、平均年齢29.6歳、65歳以上
の比率は6.7%という若い国であり、高齢化が進む
日本とは違っています。日本では、スポーツとサロン
パス®の関係が想起されますが、まだ、ベトナムでは
そういったイメージは強くないようです。
■HIEN：ベトナムでは日常的にスポーツをする機会
はあまりありません。子どもたちも勉強に忙しいよう
で、あまりスポーツに対して積極的ではないようです。
　その中で、久光ベトナムが支援しているハノイモ
イマラソンは参加者が増え、南部においてもカン
トーマラソン大会も人気が出ているようです。
■ロン：今後、経済発展に合わせて、日本のように
スポーツジムなどができて若い世代でも健康意識

が高まるかもしれません。
■HIEN：家族のつながりが強いベトナムでは、家
の中で若い人たちもサロンパス®を見聞きしていま
す。しかしまだまだ自分に必要なものとは思ってい
ないようです。
■奥野：スポーツとのかかわりで、日本のような意
識を醸成することも今後は重要になってくると思い
ます。
　また、最近、熱が出たときに、額に冷却シートを貼る
子どもたちが増えているようで、それぞれの年齢層に応
じたアプローチを細やかに実施することも大切です。
■ハー：営業活動において、保健所でのサンプリン
グで子ども連れの母親たちに対して接する機会も
あります。これは病気や健康などに関する理解を深
めていただくよい機会となっています。
■HIEN：久光ベトナムは、代理店や薬局、保健所
などに様々なチャネルでアプローチされているよう
ですが、病院や医師へは、どうでしょうか。医師は、医
療、健康へ大きな影響をもっており、彼らの理解と患
者への助言がベトナムの健康に大きなかかわりを
持ってきます。
　一般の人に対しての影響力という面から、病院や
医師に対しての働きかけもぜひ必要ではないでしょ
うか。私も協力します。

従業員とのダイアログ

　300名余りの従業員がいるビエンホア工場におい
て、現在抱えている課題や久光ベトナムの従業員として
の意識をテーマに、創業時から長く勤めるスタッフとダ
イアログを実施しました。

◆ノック：入社20年 品質管理マネージャー
　品質を扱う自分の職務に責任感をもって、これから
は、「日本品質」と同一にするだけではなく、「ベトナム
品質」を作っていきたいと考えています。

◆レ―：入社20年 生産管理マネージャー
　生産管理では、日本の管理方法とベトナム人の考え
方を合わせるのが大変です。従業員だけでなく、調達
先との折衝についても同様です。

◆チャン：入社8年 生産管理リーダー
　日本企業で働く自分には、ベトナム社会に対してでき
ることがあるのではないかと思っています。もっと勉強
すべきことがたくさんあると感じています。

◆コア：入社17年 メンテナンスサブマネージャー
　メンテナンスを担当した当初は、日々の要望や苦情へ
の対応に大変さを感じていました。日本での研修で、様々
な日本的なやり方を学び、成長することができました。

◆ナム：入社21年 総務副部長
　これまでは、日本の良い面を取り入れることで成長し
てきました。これからの成長のためには、さらに一歩進
めて、ベトナムと日本を融合した「久光ベトナムらしさ」
を作っていくことが必要です。CSRという考え方はそれ
らを進めるための重要なキーワードとなるのではない
でしょうか。
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  ダイアログを通じて

宮原：取引先との関係構築やサロンパス®に対す
る信頼性は、「日本」に対する信頼性をベースに培っ
てくることができたと感じています。このCSRダイ
アログを通して、従業員の向上心を具体化すること
や、取引先との関係、ベトナム社会への影響など、多
くの課題が確認できました。今後は久光ベトナムが
日本とベトナムの良い関係性の構築に寄与していく
ことが必要であり、そのポテンシャルを持っている
とあらためて感じることができました。「ベトナムの
CSR」というローカライズを意識して取り組みを進
めたいと思います。
奥野：「お客様第一」「QOLの向上」などは、ベトナ
ムでは日本以上に具体的な社会課題であり、「品質」

「雇用」といった事業活動などとも直接的なつなが
りを持っていることが痛感できました。

　また、工場やオフィスのスタッフを通じて、文化的
な多様性を踏まえて事業を発展・継続させることの
メリットと課題についてもより明らかになったと思い
ます。
　HIEN副社長から
のご指摘があったよ
うに、地道な営業活
動に加え、社会とサ
ロンパス®、社会と久
光ベトナムの関係を再考することで、代理店や薬局
との協力をベースに、新たなアプローチの可能性も
感じられました。
　今回のCSRダイアログを実施したことで、商品の
製造販売が、ベトナム社会の今後の健康のあり方に
対して大きなつながりがあることを、改めて認識す
ることができました。「世界の人々のQOL向上を目
指す」取り組みを、今後も積極的に進めたいと思い
ます。

　ハノイモイマラソンは、ベト
ナム最大のスポーツイベント
で、今年で４３回目を迎えます。
このイベントの最大の目的は、
ベトナム国民の健康維持推進
です。全国１,５００の各種協会

団体から参加者を募集し、その数は今では３０万人に達
します。その内訳は、社会人、学生、軍関係者など、老若
男女幅広い層から構成されています。
　同大会において、久光ベトナムは、２０１０年から７年間

メインスポンサーを務めており、非常に重要な役割を
担っています。大会期間中の同社商品サンプルの配布
や、筋肉ケアのカウンセリングなど、大会参加者へのサ
ポートを継続的に実施し、参加者から非常に高い評価を
得ています。
　久光ベトナムの活動は、経済、社会におけるハノイ首
都発展への大きな貢献として、２０１５年にハノイ人民委
員会から表彰されましたが、私はこれからも、久光ベトナ
ムとハノイモイマラソンが益々発展し続けることを期待
しています。

　CSR（企業の社会的責任）というと、環境保全や社会
貢献といったイメージを持たれることも少なくありませ
んが、事業活動全般において検証することも必要です。
今回、久光ベトナムでダイアログを実施し、海外事業を
CSRの側面から検討することで、日本では見えづらい、
従業員教育における新たな視点、取引先関係の展開、地
域社会が抱える課題への影響など、多くの課題とチャン
スが埋もれていることを再認識できました。

　また、「ダイバーシティ（多様性）」という側面につい
ても、日本国内では「女性」に特化しがちですが、文化、
慣習、経済状況、生活様式など様々な側面からとらえる
ことで、事業を発展・継続させることの意義と課題につ
いてもより明らかになりました。今後も、世界の人々の
QOL向上に貢献するため、ダイアログなどを通じてグ
ローバルなCSR活動を推進してまいりたいと考えます。

ハノイ人民委員会
PHUNG MINH SON氏

ベトナム国民の健康維持につながっています

文化事業・CSR推進室 室長　森崎 亜紀子


